○職員の身元保証に関する規則

制　定　昭和47年４月１日規則第７号

改正　平成５年３月８日規則第１号

平成12年３月27日規則第２号

平成17年12月１日規則第11号
　（趣旨）

第１条　この規則は、一般職の職員（以下「職員」という。）の身元保証について必要な事項を規定する。（身元保証書の提出）

第２条　職員は、就職に際してその身分保証のため、身元保証人２人の連署した身元保証書（別記様式）を提出しなければならない。ただし、次のいずれかに該当する者は、身元保証人となることができない。⑴　未成年者

　⑵　破産手続開始の決定を受けて復権しない者又は成年被後見人、被保佐人若しくは被補助人

　⑶　貧困のため公私の扶助を受けている者

　⑷　本組合職員及びその同居家族

　⑸　その他組合長が不適当と認めた者

　（身元保証人の補充）

第３条　職員は、身元保証人が死亡したとき又は前条ただし書の規定に該当するに至ったときは、直ちに身元保証人を補充しなければならない。

　（身元保証の期間）

第４条　身元保証の期間は、身元保証の日から５年以内とする。

　（保証の責任）

第５条　身元保証人は、職員が退職した後１年間は、保証の責めを免れることができない。

　　　附　則

１　この条例は、昭和47年４月１日から施行する。

２　この規則施行の際既に職員として就職している職員は、この規則公布の日から１月以内に身元保証書を提出しなければならない。

　　　附　則（平成５年３月８日規則第１号）

　この規則は、平成５年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成12年３月27日規則第２号）

　この規則は、平成12年４月１日から施行する

　　　附　則（平成17年12月１日規則第11号）
　この規則は、公布の日から施行する。

